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研究成果の概要（和文）： 
	 本研究課題は，研究代表者がこれまで提案し，構築してきている生物指向型生産システ
ムにネットワーク外部性を導入することにより，現代のネットワーク社会における不完全
情報下での製品やサービスの有効な設計のための方法論について研究している．生産シス
テムの製造プロセスから，消費者のライフスタイル分析，製品普及シミュレーションを実
施し，最終的にネットワーク外部性環境下での製品設計戦略について，その基礎モデルを
提案し，戦略の議論を可能とする手法を構築している． 
 
 
研究成果の概要（英文）： 
   This research project addresses a methodology of products/services development 
under complex-networked societies, introducing the idea of network externalities into 
biological manufacturing systems that have been developed by the project leader. By 
analysis from a process level in manufacturing floor to a product diffusion level in 
social systems, the basic properties are clarified in production environment where 
network externalities are present. Finally, this project proposes the new methodology 
to discuss product development strategy, constructing a fundamental model that 
includes technology development decisions.  
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キーワード：生産システム工学，設計工学，ネットワーク外部性，サービス，製品開発戦略 
 
１．研究開始当初の背景 
 
	 現在の製造業においては，設計，生産，消
費を含むバリューチェーン全体が急速にネ
ットワーク化，複雑化しており，それぞれの
単独のプロセスでの意思決定はますます困

難になってきている．例えば，携帯電話など
の情報関連製品に代表されるように，製品や
サービスの中には，他の利用者が増えるにつ
れて，それらの消費から得られる効用が増大
するものがあり，そのような市場にはネット
ワーク外部性が含まれると言われる．携帯電
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話の例で言えば，ある携帯電話キャリア（会
社）を利用する人が増えるほど，そのキャリ
アが提供するサービスは充実し，便利さと利
益が増大する．いわゆるデファクトスタンダ
ードの多くは，このようなネットワーク外部
性の強い市場において成立するが，その成立
過程には，企業の情報戦略やコミュニティに
おける情報局在性，口コミなどを通した普及
特性が大きな影響を及ぼしており，このよう
な要因を考慮することが，今後，製造業にお
いてもますます重要になってくると考えら
れる． 
	 研究代表者らは，不完全情報環境下におい
て柔軟に環境変動に適応可能なシステムの
構築手法として生物指向型生産システムを
提案し，その構築と実用化展開に関する検討
を行なってきた．生物指向型生産システムで
は，自己組織化，進化，学習，適応といった
生物システムが生来有している優れた特徴
をメタファーとして取り入れた創発的シン
セシスの方法論を用いる．すなわち，生産シ
ステムの秩序的振る舞いが，システムを構成
する要素間の相互作用の結果として創発す
るというボトムアップ的システム構成法を
その基本としている．これまでに，シンセシ
スにおける環境と目的（仕様）の不確実性に
よって生産システムを取り巻く環境を分類
するとともに，生産フロアレベルの創発的設
計から，サプライチェーンのデザイン，消費
における経済主体間の意思決定問題に至る
まで，様々なレベルの問題を研究対象として
きた．また，最近では行動主体の限定合理性
を導入することで，システムの適応的振る舞
いを実現する手法を提案している． 
	 このような背景から，これまでの生物指向
型生産システムの拡張として，ネットワーク
外部性を考慮した新しい生産の在り方を検
討する必要があるという考えに至った． 
 
２．研究の目的 
 
	 前述の学術的背景から，本研究課題では，
生物指向型生産システムにネットワーク外
部性を導入することによって，生産者と消費
者の相互作用を陽に考慮した製品やサービ
スの設計方法を探究し，現在，学術的にも注
目される製品やサービスの社会的受容やイ
ノベーションの問題，また，様々な価値観や
ライフスタイルを持つ個人間の社会的相互
作用の問題に取り組むことを目的とする．現
在，製造業において期待される「製造業のサ
ービス化」という表現は，製造業においても
サービスの特徴である生産と消費のプロセ
スの同時性や不可分性を考慮し，環境や社会
の不確実への適応を目指すものであると考
えられる．そのためには，製造業とサービス
業といった枠組みを超えて，背景にある問題

を明らかにすることが重要であり，本研究で
は従来の枠組みに囚われない広い視野から
生産システムの問題を明らかにすることを
目指す． 
 
３．研究の方法 
	 
	 本研究では，生物指向型生産システムにネ
ットワーク外部性を導入することにより，製
品やサービスの社会的受容や普及を考慮し
たモデルを構築する．モデルの構築にあたっ
ては，情報ネットワーク社会におけるネット
ワーク外部性と情報局在性に着目し，生産者
と消費者をエージェントとしたネットワー
ク環境下での意思決定問題としてモデルを
構築し，エージェント間の相互作用を通した
製品やサービスの社会的受容や普及の問題
を扱う．	 
	 エージェントモデル構築においては，人間
のライフスタイルや性格，価値観，日常の購
買行動に関する態度や情報への依存度に関
する大規模なアンケート調査を実施し，その
結果を基に，より現実に近い消費者エージェ
ントのモデルを構築する．また，情報の伝播
は購買行動の意思決定に関して，実験経済学
的手法を用いた被験者実験を行い，ネットワ
ーク外部性を有した市場メカニズムを分析
する．さらに，構築されたエージェントモデ
ルと被験者実験から得られた市場メカニズ
ムの特性を用いて，エージェント間の相互作
用によってどのような秩序が創発されるか
を計算機実験により検討する．	 
	 以上をもとに，ネットワーク外部性が働く
環境下における新たな製品開発戦略の方法
論について議論する．	 
	 
４．研究成果	 
	 
	 生産システムレベル，購買意思決定レベル，
製品普及レベル，	 製品開発戦略レベルの階
層別に 4領域に分けて，得られた成果につい
て説明する．	 
	 	 
４－１．生産システムレベル：ネットワーク
外部性を考慮したインタラクディブな生産
プロセスモデル	 
	 
	 消費者間でポジティブフィードバックを
生じさせるネットワーク外部性を取り扱う
ためには，設計者・生産者・消費者・そして
人工物が互いに相互作用しながら生産を行
うインタラクティブ生産システムを想定す
る必要がある．そのために，それぞれが担当
工程を持つ生産機械と多様な嗜好を持つ消
費者を，同時に取り扱いうる生産システムを
構築する．モデルでは，生産機械と消費者が
相互作用しながら生産を行うために，生産フ



ロア内の生産機械に学習器を持たせ，消費者
の要求が学習器のルールに直接働きかける．
具体的には，学習器として用いたクラシファ
イアシステムの if-Then 形式のルールを，消
費者の行動結果により変化させるものであ
る．消費者の行動については，取りうる選択
肢から合理的な購買行動を行うものとした．
提案するインタラクティブ生産システムで
は，このような局所的な相互作用の結果とし
て，ネットワーク外部性環境下で消費者が求
める製品の製造が可能かを調べる．	 
	 モデルの概要を図１に示す．消費者の購買
による満足度等の影響がそのまま加工機の
ルールへ直接働きかけるモデルとなってい
る．	 
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図１	 インタラクティブ生産のモデル概要	 
	 
	 提案手法の有効性を検討するために，通常
のクラシファイアシステム（インタラクショ
ン無し）と受注生産方式の生産計画手法との
比較を計算機実験により行った．結果の一部
を表１に示す．結果から，提案手法の有効性
を確認できる．特に，消費者余剰が大きくな
っていることは，消費者の満足度が高くなる
ような製品が生産できていることを意味す
る．生産数・利益共に大きくなっていること
から，効率よい生産が実現できていることを
示している．	 
	 

表１	 他の生産計画手法との比較	 

	 提案手法	 クラシファイア	 受注生産	 

生産数	 27.5	 25.7	 17.6	 

販売数	 26.2	 23.7	 17.6	 

廃棄数	 1.3	 2.0	 0.0	 

生産者利益	 574	 469	 439	 

消費者余剰	 589	 403	 268	 

総余剰	 1163	 872	 707	 

	 
４－２．購買意思決定レベル：アンケートデ
ータを利用した消費者のライフスタイルを
考慮した意思決定分析	 
	 
	 ネットワーク外部性が働き，製品とサービ
スが融合する市場でありながら，製造業が強
く関わっている対象の典型的な例が携帯電
話市場である．そこで，携帯電話利用者に対
して，消費者の利用状況，ライフスタイルに
関わる項目について大規模なアンケート調

査を行った．直接関連する具体的質問項目の
例は表２に示す通りである．アンケートには，
男性 3286	 人，女性 2835	 人の計 6121	 人が回
答を行った．性別間および世代間の偏りをな
くすため，この回答者の中から無作為抽出法
を用いて，各世代各性別に 10	 代から 50	 代
まで，100	 人ずつの計 1000	 人を分析対象と
して選択した．	 
	 

表２	 アンケート項目例	 

No	 質問項目	 

Q1	 無駄遣いが多い	 

Q2	 トレンドには敏感な方だ	 

Q3	 新製品や変わった物を見つけると試しに買ってみる	 

Q4	 友人が持っているものをみると欲しくなる	 

Q5	 口コミや評判を参考にして人気のあるものを選ぶ	 

Q6	 モノを購入する際には価格を一番重視する	 

Q7	 モノを購入する際には類似品を見比べて慎重に選択

する	 

Q8	 月々携帯電話の利用にかかる必要はいくらくらいで

すか	 

Q9	 携帯電話で通話を行う頻度は平均どのぐらいですか	 

Q10	 携帯電話のメールの送受信の件数は平均どのくらい

ですか	 

Q11	 携帯電話の機能でよく使うものを教えてください：

カメラ，お財布ケータイ，音楽プレイヤー，ワンセ

グ，GPS 機能	 

Q13	 今使っている携帯電話会社を変えたいと思いますか	 

Q21	 携帯電話は通話やメールが使えれば他の事は気にし

ない	 

Q22	 携帯電話を購入する際には必要な機能やサービスが

利用できるか入念に確認する	 

Q23	 携帯電話のデザインに対してこだわりが強い	 

Q25	 現在ご利用の携帯通信会社を教えて下さい	 

	 
	 携帯電話の利用に関する重要な因子を抽
出するため，探索的因子分析を実施した．図
２は各質問項目の因子負荷量をプロットし
たものである．第一因子によって Q2，Q3，Q4，
Q5	 の質問項目が説明されていた．すなわち，
第一因子は流行への関心と考えることがで
きる．第二因子によって Q21	 および Q22	 が
説明されていた．これは携帯電話本体の機能
への関心と考えることができる．第三因子に
よって Q8，Q9，Q10	 が説明されていた．これ
は携帯電話のコミュニケーションサービス
の利用と考えることができる．以上より，携
帯電話の利用に因子として，流行への関心，
携帯電話本体の機能への関心，携帯電話のコ
ミュニケーションサービスの利用の 3	 つの
因子が抽出された．	 



-0.1 0 0.1 0.2 0.3 0.4 0.5 0.6 0.7

4

 0.

-0.6
-0.

-0.2
 0

 0.2
 0.4

 0.6
8

-0.3
-0.2
-0.1

 0
 0.1
 0.2
 0.3
 0.4
 0.5
 0.6

1st Factor: Sensitiveness to Trends2nd Factor: Interest In Functionality

3r
d 

Fa
ct

or
: C

om
m

un
ic

at
io

n 
Se

rv
ic

es

Q2. Sensitive 
to Trends

Q3. Try New 
Products

Q4. Interested in 
Which Frends 

have
Q5. Consider 

word-of-mouth 
Popurality

Q21. Don’t Care Anything 
other than Basic Functions
(Communication and Mail)

Q22. Check the Detail 
of Functions (e.g. 
Camera, Game)

Q8. Cell-Phone 
Charges, Payment

Q9. Talk Frequency

Q10. Mail Frequency

Q1.

Q6.

Q7.

Q23.

	 

図２	 因子分析の結果	 
	 
	 これら 3	 つの因子に関して，利用している
事業者の違いによって利用の仕方に違いが
あるかについて検証を行うため，分散分析を
行った．その結果，第一因子である流行への
関心によって説明された質問項目に関して
は利用している事業者間で優位な違いが見
られなかった．第二因子である携帯電話本体
の機能への関心については，この因子によっ
て説明された Q22	 および，実際の機能の利用
状況について尋ねた Q11 に関して事業者間に
違いが見られた．第 3	 因子である携帯電話の
コミュニケーションサービスの利用に関し
ては Q10	 のメールの利用頻度に関して有意
差がみられた．	 
	 以上の結果から，携帯電話サービスの選択
と消費者の行動様式や嗜好の違いに関連性
がみられることが示唆される．特に分散分析
の結果からは携帯電話本体に付随する機能
の利用と，携帯電話による通話やメールなど
の通信サービスの利用に関して事業者ごと
に違いが見られた．これらは消費者エージェ
ントモデル構築の基礎となる知見である．	 
	 
４－３．製品普及レベル：製品・サービス普
及のマルチエージェントシミュレーション
と被験者実験	 
	 
	 ４－２節で得られた結果をもとに，消費者
エージェントを構築し，普及シミュレーショ
ンを行った．モデルには，1000	 人の消費者
エージェントと 3	 人のサービス提供者エー
ジェントから構成される．消費者エージェン
トはそれぞれアンケートの回答者と対応し
ている．また，携帯電話サービスによって提
供される機能は，数値として表現し，その数
値に対する要求量がアンケート結果をもと
に各エージェントに割り振られている．その
状況下で，どのように購買状況変化するかを
シミュレーションで調べた．結果例を図３に
示す．	 
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図３	 ネットワーク外部性の影響の違いに
よる利用者数の変化	 

	 
図中の A~C は携帯電話事業者の種類を意味
する．横軸はネットワーク外部性の強さを決
定づける変数である．結果から，ネットワー
ク外部性の影響を強く受ける事業者と受け
にくい事業者があることが明らかになった．	 
	 次いで，実験経済学の手法に基づく被験者
実験によって，実際の人間の購買意思決定を
実験室で観察する．実験室の規模の制約から，
３人からなる単純な市場モデルを想定し，実
験を行った．具体的には，図４のようなゲー
ム理論的枠組みで構築した意思決定モデル
である．	 
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図４	 ネットワーク外部性市場における意

思決定モデル	 
	 
	 実験の結果から，被験者の限定合理的な意
思決定によって，製品普及の状況が大きく異
なることが明らかになった．結果を図５に示
す．リンク上にある数値はそのノードにおい
て選択された割合を示す．また，赤色のリン
クは限定合理的行動であることを意味する．
ネットワーク外部性が働くために，他の消費
者がどのように意思決定するかが，自身の効
用に強く影響し，理論が想定するような完全
な合理性に従って行動するとは限らず，その
影響が顕著に現れている．この実験でのパラ
メータ設定では，理論均衡である（製品 A，
非導入，製品 A）という普及状態に達したの
は，被験者 90 人中 25 人程度であった．生産
の段階から，実際の人間が持つ限定合理的側
面を考慮する必要があることを示唆する結
果である．	 
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図５	 被験者実験の結果	 
	 

４－４．製品開発戦略領域：ネットワーク外
部性の影響度を決定づける製品機能の設計
問題	 
	 
	 ４－３節で行った分析により，ネットワー
ク外部性を伴う環境下では，インタラクティ
ブにかつ，消費者のライフスタイルや限定合
理的行動を視野に入れながら生産を行う必
要があることが明らかになった．そこで，生
産者としてどのように製品設計戦略を立て
るべきかについて，４－３節の普及モデルを
ベースに議論する．	 
	 単に定性的な議論に留めることなく，数理
的モデルで設計戦略について考えるために，
設計者の意思決定の問題として定式化した．
モデルの概略を図６，７に示す．モデルでは
設計者が，製品／サービスの機能に関わるパ
ラメータを決定する．その機能により，ネッ
トワーク外部性の影響度が異なるものとし
ている．例えば，ソーシャル・ネットワーク・
サービス（SNS）などは，ユーザー間の繋が
りが非常に強く，それを実現するために様々
な ICT 技術が組み込まれている．これは強い
ネットワーク外部性効果を生み出すものと
考えられる．一方，Blu-ray レコーダーも，
ネットワーク外部性の典型的な例であるが，
製品単体でも録画機として利用可能で，SNS
と比べればネットワーク外部性の影響度は
少ないと思われる．しかしながら，例えば録
画データをクラウドで蓄積していくような
ビデオレコーダーならば，ネットワーク外部
性の効果は異なることも考えられる．このよ
うな，製品の技術的仕様の設計をパラメータ
の決定問題として捉えた．	 
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図６	 設計者がシステムの中で意思決定	 
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図７	 設計者がシステムの外で意思決定	 
	 
	 図６では，生産者が自己の利益追求のため
に，周辺の状況を把握した上で局所的な意思
決定を行っている状況を表す．別の言い方を
すれば，ネットワーク外部性が働く環境の中
の一部となっている．一方で，図７はネット
ワーク外部性が働くシステムの外に立って，
設計に関する意思決定を行う状況を表現し
ている．これは，生産者自身を１つのシステ
ムの中に入れた状況を，外から俯瞰的に見て
製品設計の意思決定をすることに相当する．	 
	 この製品設計戦略モデルの構造を明らか
にするために，簡単な計算機実験と被験者実
験を行った．複数のシナリオのうちで，ある
設定下においては，設計者がシステムの外か
ら意思決定をする場合に，製品機能を低くし，
広く普及させる状況を作り出すことが有効
戦略として明らかになった．一方，同じ設定
下で，システム内部で設計者が意思決定する
場合は，普及割合が低いが高機能の製品を生
産し，利益を求める戦略の有効性が示されて
いる．どちらの戦略も一長一短であり，置か
れている環境と関連する行動主体の状況を
見極めてどのような製品開発戦略を取るべ
きかを考えることが重要である．	 
	 ネットワーク外部性の効果は多種多様で
あり，広義に捉えればブランド価値のような
ものも消費者間のフィードバックによって
価値が高まるものであり，この枠組みに含ま
れる．ネットワーク外部性の性質を的確に捉
え，どのように設計するかを慎重に検討する
必要がある．本研究課題では，その基礎的な
構造を明らかにできたが，抽象的な理論レベ
ルでの議論が多いのも事実である．実社会で
の応用に向けて，今後さらに研究を発展させ
ていく予定である．	 
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